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７ 農林水産業関係 

(1) 農林水産業分野の基本方針 

農業・農産物等については、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平

成６年法律第113号）の制定以降、市場原理の導入等により生産者の自主性をいか

した農業の体質強化に努めるなど農政の抜本的改革を進めており、平成11年度に

は、食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）が制定され、意欲ある農業

者に施策を集中し、「効率的かつ安定的な農業経営」を育成する。農協についても、

抜本的な見直しを行う。 

また、森林・林業については、平成13年度に林業基本法が改正され、名称も「森

林・林業基本法」となり、森林の有する多面的機能を発揮されるようその適正な

整備及び保全を図りつつ、林業の持続的かつ健全な発展を図ることとしている。 

さらに、水産業については、平成13年度に水産基本法（平成13年法律第89号）

が制定され、水産物の安定供給の確保と水産業の健全な発展の実現を図るため、

水産資源の適切な保存管理と持続的利用を基本とした水産政策を構築することと

している。 

今後ともこうした方向に沿って、生産の向上のみならず、国民生活の安定・向

上等を重視した農林水産行政を実現するため、順次、システムの改革を着実に推

進する。 

 

(2) 農林水産業分野の重点事項 

① 農産物検査の民営化の推進 

平成13年度から実施されている農産物検査の民営化を着実に推進し、ニーズ

に即した適確な検査を行うことにより、農産物の円滑な取引の確保を図る。 

② 農業経営の法人化の推進 

農業生産法人に係る現行制度や実態について検証を図り、農業経営の株式会

社化等を一層推進するための措置を講ずることにより、経営形態の多様化の推

進を図る。 

③ 消費者の商品選択のための適切な表示の推進 

平成13年度から適用されている遺伝子組換え農産物に係る品質表示基準を

始めとした農産物の品質表示基準に基づく表示を適切に行わせるための措置を

講ずることにより、消費者による適切な選択に寄与する。 

④ 農地利用規制の適正化等 
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農地利用制度の実態を把握し、農地利用規制の適正化に向けて必要な措置等

を講ずる。 

⑤ 農協の見直し 

農協が真に担い手たる農業者の利益となるようにするため、競争条件の確保

を図るとともに、抜本的な事業運営の見直し等を行う。 

⑥ 森林の多様な機能の持続的発揮の推進 

平成13年度に見直しを行った森林計画制度等に即して、森林の多様な機能の

持続的な発揮を推進する。 

⑦ 適切な水産資源管理の推進 

広域的な水産資源管理制度の整備等により、適切な資源管理、漁業経営の効

率化・負担の軽減等を推進する。 
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(3) 個別事項 
 ア 農業・農産物等 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

①麦の価格政

策等 

（農林水産省） 

今後の麦政策については、「新たな麦政策大綱」

(平成10年５月29日省議決定)を踏まえ、逐次施策

の具体化を図り、必要な措置を講ずる。 

改定・農

水ア① 

「新たな麦政策大 

綱」に示された転

換プログラムを踏

まえながら、逐次

実施 

逐次実

施 

②農産物検査 

（農林水産省） 

農産物検査については、平成13年度以降、民間

検査機関の登録や当該機関の検査員の養成等を

適切に行い、平成18年度の検査の原則完全民営化

に向けて、着実に民間移行を図る。 

改定・農

水ア② 

登録の実施、民間移行 

③農業生産法

人制度 

（農林水産省） 

農業生産法人への出資制限を始めとする現行

制度や実態について速やかに検証を図り、農業経

営の株式会社化等を一層推進するための措置を

講ずる。 

改定･農

水ア③ 

速やか

に検証

に着手 

結論を得たものか

ら逐次実施 

④遺伝子組換

え農産物に

係る品質表

示 

（農林水産省） 

農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関

する法律（ＪＡＳ法）に基づく遺伝子組換え農産

物に係る品質表示基準については、遺伝子組換え

農産物の流通及び原料としての使用の実態、検出

方法の進歩等に関する新たな知見、消費者の関

心、国際的な規格の検討状況等を踏まえつつ、必

要な見直しを行う。見直しに当たっては、食品製

造業者等に対して過度の負担を強いる基準とな

らないよう留意する。 

【農林水産省告示（平成13年9月、平成14年2月）】 

改定・農

水ア④ 

逐次実施 

⑤遺伝子組換

え技術の環

境安全性 

（農林水産省） 

農産物等に係る遺伝子組換え技術の環境に対

する安全性については、国民の理解（パブリッ

ク・アクセプタンス）の確保を図るため、遺伝子

組換え技術に関する情報公開、広く国民一般を対

象とした会議の開催等、消費者の関心に的確にこ

たえる取組を推進する。 

改定・農

水ア⑤ 

逐次実施 

⑥国内産糖製

造事業者の

指定製造施

設の設置承

認 

平成12年10月から新たな糖価調整制度を導入

したところであり、甘味資源作物及び国内産糖企

業の在り方についての環境変化の状況を踏まえ、

甘味資源特別措置法第13条第２項第１号の規定

について検討を行う。 

改定・農

水ア⑥ 

甘味資源作物及び国内産糖

企業の在り方についての環

境変化の状況を踏まえつつ

検討・結論 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

（農林水産省） 

⑦酪農事業施

設の設置承

認 

（農林水産省） 

酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律第10

条第２項第３号については、加工原料乳生産者補

給金等暫定措置法の一部改正による新制度への

移行（平成13年４月）に伴う、生乳流通の広域化

の進展等の状況変化を踏まえ、酪農事業施設の設

置承認を含めた制度の見直しを行う際に、見直し

を行う。 

改定・農

水ア⑦ 

生乳流通の広域化の進展等

の状況変化を踏まえ、酪農事

業施設の設置承認を含めた

制度の見直しを行う際には、

併せて見直し 

⑧中山間地域

等直接支払

制度 

（農林水産省） 

中山間地域等直接支払制度について、制度の的

確かつ効果的な運用を確保する観点から、その実

施状況及び効果について必要な検証を行い、結果

を公表する。また、その検証に基づき、中山間地

域の農業をめぐる諸情勢の変化、農用地等の維

持・管理の状況等を踏まえ、必要に応じて制度の

見直しを行う。 

改定・農

水ア⑧ 

検証 検証結

果公表 

検証 

⑨土地改良制

度 

（農林水産省） 

土地改良事業の適正かつ円滑な推進を通じて

我が国農業の生産性の向上を図り、農業の体質強

化を促進する等の観点から、国・県営土地改良事

業の計画概要について地域住民等から意見を聴

取する仕組みを導入する等、土地改良制度につい

て見直しを行う。 

【土地改良法の一部を改正する法律（平成13年法

律第82号）】 

改定・農

水ア⑨ 

法案成

立、公布 

措置済

（4月施

行） 

 

⑩農地利用規

制の適正化

等による優

良農地の保

全 

（農林水産省） 

ａ 農地転用許可、農振農用地の線引きの運用の

適正化を図るため、農地転用制度及び農振農用

地の線引きの運用についての実態を把握する

とともに、それを踏まえて、農地利用規制の適

正化に向けて必要な措置を講ずるとともに、優

良農地の保全の取組が強化される仕組みの構

築について検討する。 

重点･農

水１ 

 検討開

始 

措置 

 ｂ 農地転用規制等に関する農業委員会の決定･

運用のプロセスのなお一層の透明性を確保す

る観点から、情報公開の徹底を図るとともに、

農地利用規制の適正化に向けた農業委員会の

手続等の在り方について検討を行い所要の措

置を講ずる。 

  検討開

始 

措置 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

ａ 農協が、真に担い手たる農業者の利益を目指

し、協同組織としての機能を最大限に発揮する

ため、その事業運営や経営の健全性の確保の在

り方等について抜本的に見直しを促進する。 

重点･農

水２(1) 

 検討開

始・基本

的方向

につい

て結論 

逐次実

施 

⑪農協の事業

運営の見直

し 

（農林水産省） 

ｂ 組合員制度の実態、員外利用率の状況等を調

査し、法令違反等のある場合はこれを是正する

よう指導するなど所要の措置を講ずる。 

  措置  

農協系統の広範な事業･組織の在り方につい

て、抜本見直しを行い、信用･共済事業がない状

態でも経営が成り立ち、組合員たる農業者（特に

担い手農家）のメリットを大きくするような運営

体制を確立する。このような体制作りに資するた

め、 

ａ 共通経費の合理的な配分基準を示す等区分

経理の徹底を図る。 

重点･農

水２(2) 

 措置（区

分経理

の配分

基準の

策定） 

逐次実

施（区分

経理の

徹底） 

⑫農協系統事

業の見直し 

（農林水産省） 

ｂ 信用･共済事業の在り方、信用･共済事業を含

めた分社化、他業態への事業譲渡等の組織再編

が可能となる措置を検討する。 

  

 

  検討開

始、基本

的方向

につい

て結論 

逐次実

施 

⑬農協に対す

る行政関与 

（農林水産省） 

 補助事業の実施、各種施策の推進等、農協を通

じた行政運営を網羅的に検証し、その適正化を図

る。 

重点･農

水２(3) 

 検討開

始、基本

的方向

につい

て結論 

逐次実

施 

⑭公正な競争

条件の確保 

（公正取引委

員会、農林水産

省） 

ａ 協同組織に対する独占禁止法の適用除外に

関する制度について検証し、公正な競争を阻害

する問題があれば、その解消を図る。 

  

  

重点･農

水２(4) 

 検討開

始 

基本的

方向に

ついて

結論、逐

次実施 

 ｂ 不公正な取引方法、不当な価格の引上げが行

われないよう、独占禁止法違反の取締の強化を

図る。 

  逐次実施 

 ｃ 農協間のサービス競争の促進を図るため、多

様な組合の設立が容易となるような条件整備

  検討開

始、基本

逐次実

施 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

等の措置を講ずる。 

 

的方向

につい

て結論 

 

 イ 林業 
実施予定時期 

事項名 措置内容 
改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

持続可能な森林経営を推進し、森林の多様な機

能の持続的発揮を図るため、全国森林計画を変更

するとともに、森林計画制度について、次の見直

しを行う。 

【森林法の一部を改正する法律（平成13年法律第

109号）】 

改定・農

水イ① 

措置済 

（法律7

月施行、 

全国森

林計画

10 月変

更） 

  

ａ 地域の合意の下、重視すべき機能に応じた森

林の区分を導入し、当該区分に応じて、針葉樹

と広葉樹の特性もいかしつつ適切な森林施業

を推進する。 

【森林法の一部を改正する法律（平成13年法律第

109号）】 

改定・農

水イ①ａ 

措置済 

（法律7

月施行、

全国森

林計画

10 月変

更） 

  

ｂ 森林施業計画の認定要件を見直すとともに、

一定の要件を満たす施業・経営の受託者を森林

施業計画の作成者に追加する。あわせて、造林

関係補助事業においても、これらの者を事業主

体に追加する。 

【森林法の一部を改正する法律(平成13年法律第

109号)､森林法施行令の一部を改正する政令(平

成13年政令第304号)､(平成14年政令第142号)】 

改定・農

水イ①ｂ 

法案成

立、公

布・政令

改正、公

布 

措置済

（4月施

行） 

 

ｃ 森林整備の状況等に関する評価手法を整備

する。 

改定・農

水イ①ｃ 

検討 検討 結論 

①森林計画制

度 

（農林水産省） 

ｄ 森林に関する情報を的確かつ効果的に把握、

分析するとともに、森林計画等に適切に反映で

きる情報管理体制の整備を行う。 

改定・農

水イ①ｄ 

逐次実施（13年度より予算措

置） 

② 林 道 の 規

格・構造 

林道の開設コストの低減を図り、効率的・効果

的な林道整備を推進するとともに、間伐の促進等

改定・農

水イ② 

結論 措置済 

（4月実
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

（農林水産省） に資するため、林道の規格・構造の弾力化を検討

する。 

【林道規程の一部改正（平成14年林野庁長官通

知）】 

施） 

③保安林の指

定施業要件 

（農林水産省） 

森林の多様な機能の持続的発揮に資するため、

保安林の指定施業要件の基準を見直す。 

【森林法施行令の一部を改正する政令（平成13年

政令第304号）、平成13年農林水産省令】 

改定・農

水イ③ 

政省令

改正、公

布 

措置済

（4月施

行） 

 

 

 ウ 水産業 
実施予定時期 

事項名 措置内容 
改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

①水産資源管

理制度 

（農林水産省） 

循環型社会の構築等の観点から、水産資源の適

切な保存及び管理と持続的利用を図るため、現行

制度を見直し、広域的な海域における資源の管理

に適切に対応し得る資源管理体制の整備等の所

要の措置を講ずる。 

【漁業法等の一部を改正する法律（平成13年法律

第90号）、海洋生物資源の保存及び管理に関する

法律の一部を改正する法律（平成13年法律第91

号）】 

改定・農

水ウ① 

措置済 

（10月、

11 月施

行） 

  

②漁業権の管

理 

（農林水産省） 

漁業権制度について、次の見直しを行う。 

ａ 特定区画漁業権の対象養殖業の見直し 

ｂ 定置漁業権及び区画漁業権の免許の優先順

位等の見直し 

ｃ 漁協の広域合併の進展に対応した漁業権管

理の仕組みの見直し 

【漁業法等の一部を改正する法律（平成13年法律

第90号）】 

改定・農

水ウ② 

措置済 

（ 12 月

施行） 

  

③漁業許可制

度 

（農林水産省） 

 漁業許可制度について、次の見直しを行う。 

ａ 許可の承継に係る制限の緩和 

【漁業法等の一部を改正する法律（平成13年法律

第90号）】 

 

改定・農

水ウ③ａ 

 

措置済 

（ 12 月

施行） 

  

 ｂ 指定漁業と承認漁業の統合等の許可制度の

見直し 

【漁業法第五十二条第一項の指定漁業を定める 

改定・農

水ウ③ｂ 

政令改

正・公布 

措置済

（4月施 

行） 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

 政令の一部を改正する政令（平成14年政令第1

号）】 

    

 ｃ 漁業の操業に係る規制の見直し 改定・農

水ウ③ｃ 

検討 措置済  

④漁船管理制

度 

（農林水産省） 

漁船建造に係る手続を迅速化し、漁業経営上の

負担を軽減するため、漁業許可制度等との関係を

考慮しつつ、漁船管理制度について、次の見直し

を行う。 

ａ 漁業の管理区分と漁船の確認の権限者を一

致させる。 

ｂ 漁船の登録票等の検認期間を延長する。 

ｃ 都道府県知事が行っている漁船工事完成後

の認定及び登録票の検認について、第三者機関

による統一的な実施を含め、所要の措置を講ず

る。 

【漁船法の一部を改正する法律（平成13年法律第

110号）】 

改定・農

水ウ④ 

法案成

立、公布 

措置済

（4月施

行） 

 

 
 エ その他 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

①生鮮食料品

流通制度 

（農林水産省） 

卸売市場について、市場外流通とコスト、サー

ビス面で対抗し得るような競争力の強化を図る

ため、市場関係者の経営問題、市場の有する諸機

能の向上策等も含めた総合的な検討を行う中で、

卸売手数料の問題について検討を行う。 

改定・農

水エ① 

検討 検討 結論 

②競走馬の出

走制限 

（農林水産省） 

外国産馬の出走制限緩和について、日本中央競

馬会において、平成11年11月に策定した「外国産

馬の出走制限緩和計画」（計画期間：平成12年～

16年）に沿って着実に実行する。 

改定・農

水エ② 

計画実行 

 


